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１．事業計画書作成担当者 

 

自治体の名称 山口県 

所在地 山口県山口市滝町１番１号 

作成担当者 

氏名 所属部署・役職名等 

 環境生活部 環境政策課 

ＴＥＬ ＦＡＸ メールアドレス 

083-933-2690 083-933-3049  

作成責任者 

氏名 所属部署・役職名等 

 環境生活部 環境政策課 

ＴＥＬ ＦＡＸ メールアドレス 

083-933-3030 083-933-3049  
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２．再生可能エネルギーの導入に関する基本的な考え方等について 

 

（１）再生可能エネルギー等の導入による地域づくりの位置づけ 

ア 山口県における再生可能エネルギー等の導入による地域づくりの推進 

   山口県は、本州の最西端に位置し、中国山地により山陽（瀬戸内海側）と山陰（日本海側）に

区分され、急傾斜地が多く見られる。また、急流の中小河川が多く、三方が瀬戸内海、響灘、日

本海に開けているため、海岸線の延長も非常に長いのが特徴である。 

   気候は、暖流の影響を受け比較的温暖で、山地型、内海型、日本海型の３つに区分される。 

   県東部の山間部は山地型に属し、平均気温は低く、降水量は多い。県東部の瀬戸内海側は内海

型に属し、県西部などその他の地域は日本海型に属し、共に山地型に比べ、平均気温は高く、降

水量は少ない。 

   地質的には、大半が風化しやすく、浸食に弱い花崗岩地帯であるため、土石流、地すべり、急

傾斜地崩壊の危険性が高くなっている。 

   一方、再生可能エネルギーの導入については、瀬戸内海側の豊富な日射量、響灘から日本海に

かけての風況の良さ、県土の７割を占める豊富な森林資源といった自然特性、また、県内には、

太陽光パネルや太陽熱温水器、地中熱利用システム、太陽光発電ＬＥＤ街灯の生産企業といった

再生可能エネルギー関連の先端的な技術・産業が集積するといった産業特性がある。 

   県では、平成７年１２月に山口県環境基本条例を制定し、これに基づき、環境の保全に関する

総合的かつ長期的な施策の大綱として「山口県環境基本計画」を平成１０年３月に策定した。 

 この計画の中で、「環境への負荷の少ない循環型社会の構築」を目指し、エネルギーの低消費・

効率化について、積極的に取り組んできた。 

さらに、平成２５年３月に「山口県再生可能エネルギー推進指針」を策定し、自立・分散型で

災害に強く、二酸化炭素排出量の少ない再生可能エネルギーの導入促進に総合的・計画的に取り

組くむこととし、平成２５年１０月に策定した「山口県環境基本計画・第３次計画」においても、

６つの施策の柱の１つとして「再生可能エネルギーの導入促進・地球温暖化対策の推進」を掲げ、

再生可能エネルギーの最大限の導入促進に向けては県民、事業者、行政等が一体となった取組を、

地球温暖化の防止に向けては省エネルギーの推進やエネルギーの効率的な利用等による二酸化

炭素等の温室効果ガスの削減対策を推進することとしている。 

   また、山口県地域防災計画の中でも、防災中枢機能を持った災害活動の拠点施設となる庁舎へ

の代替エネルギーシステムの活用も含めた自家発電の整備や避難所への非常用電源を整備する

こととしている。 

   さらに、県の最優先課題に掲げる「産業力・観光力の増強」を図るための指針となる「やまぐ

ち産業戦略推進計画」を２５年１０月に策定しているが、その中で、再生可能エネルギーの導入

促進については、５つの重点戦略の一つである「次代を担う『水素等環境関連産業育成・集積戦

略』」の中で、具体的な取組として、再生可能エネルギーの導入促進を位置づけ、家庭、事業所

への再生可能エネルギー県産品の利活用促進、森林バイオマスエネルギーの活用促進、小水力発

電の設置促進により取り組むこととしている。 
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（各計画との関係図） 

【個別計画】

・地球温暖化対策実行計画

・再生可能エネルギー推進指針

・循環型社会形成推進基本計画 等

や ま ぐ ち 産 業 戦 略

推 進 計 画
山口県地域防災計画

山口県環境基本条例

山口県環境基本計画

（ 第 ３ 次 計 画 ）
連 携 連 携

 

イ 「災害に強く、低炭素な地域づくり」の観点からの基本的な考え方等 

  再生可能エネルギーは自立・分散型エネルギーで、災害に強く、蓄電池との組み合わせにより、

さらにその機能は高まる。平時では、その電気を利用することにより、二酸化炭素の排出削減、電

力需要のピークカットにも寄与する。 

  このため、県では、本事業を活用して、モデル事業を実施し、全県への拡大を促し、災害に強く、

低炭素な地域づくりを実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 計画等においての本事業の役割・位置付け 

山口県環境基本計画（第３次計画）（平成２５年１０月策定）では、再生可能エネルギーに関し

て、６つの施策の柱の１つとして「再生可能エネルギーの導入促進・地球温暖化対策の推進」を掲

げ、８つの重点プロジェクトの１つとして、「再生可能エネルギーの導入促進」を設定し、山口県

再生可能エネルギー推進指針（平成２５年３月策定）に基づき、太陽光や小水力、バイオマスなど

の多様な再生可能エネルギーを総合的、計画的に導入することとしている。 

山口県再生可能エネルギー推進指針においては、「災害時対応」を目的の一つとし、公共施設等

防災拠点施設での太陽光発電等の導入を推進し、災害時の自立型電源の確保を図ることとしてい

る。 

 

①地球温暖化防止 

再生可能エネルギーは、発電時や利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排

出しないため、地球温暖化の防止に大きく寄与する。 

②防災・減災対策 

東日本大震災を受け、大規模災害時における長期停電を回避するための電源確保の重要性が

認識されており、太陽光発電等の再生可能エネルギーと蓄電池等を組み合わせた自立・分散型

のエネルギー源の普及・拡大が防災・減災につながる。  



- 5 - 

山口県環境基本計画（第３次計画）

【施策の展開】

①再生可能エネルギーの導入促進・地球温暖化対策の推進

②循環型社会の形成

…（省略）…

⑥環境に関する人づくり・地域づくりの推進

山口県再生可能エネルギー推進指針

【施策の展開】

①家庭、事業所への再生可能エネルギー導入促進

○公共施設への率先導入

防災拠点施設への太陽光発電等の導入推進

②エネルギー供給の多様化とエネルギー産業の振興

…（省略）…
 

導入目標 (山口県再生可能エネルギー推進指針)          （単位：万ｋＷ） 

エネルギー区分 
現 状 導入目標（累計） 

H23 (2011) H28 （2016） H32 (2020) 

太陽光発電 73,861 kW 230,000 kW 325,000 kW 

風力発電 113,450 kW 143,450 kW 220,000 kW 

中小水力発電 
107,225 kW 

（24 か所） 

108,144 kW 

（30 か所） 

108,344 kW 

（33 か所） 

バイオマス 

発 電 80,166 kW 84,066 kW 84,146 kW 

熱 利 用 103 件 128 件 148 件 

内

訳 

廃 棄 物 由 来 26 件 29 件 29 件 

ペレットボイラー 16 件 23 件 31 件 

ペレットストーブ 61 件 76 件 88 件 

太陽熱利用(H16 からの累計) 10,231 件 15,000 件 20,000 件 

地中熱利用 227 件 360 件 500 件 

発電出力合計 (H23 比) 375 千 kW 566 千 kW（151%） 737 千 kW（197%） 
 

（２）地域資源・地域特性を活かした再生可能エネルギー等の導入 

ア 地域資源・地域特性を活かした導入内容 

（ア）本県の自然特性、産業特性 

   本県は、再生可能エネルギーの導入に適した以下の自然特性、産業特性を持っている。 

Ａ 自然特性 

 ・瀬戸内海側は、雨が少なく、晴天日が多いため、日射量が豊富で太陽光発電や太陽熱利用に

適している。 

 ・県西部の響灘から日本海にかけて（下関市～長門市）は風況がよく風力発電に適している。 

 ・県土の７割を森林が占め、森林資源が豊富である。 

 ・中国山地を源とする錦川や阿武川の豊富な水は水力発電に適している。 
 

Ｂ 産業特性 

  県内には、太陽光パネルや太陽熱温水器、地中熱利用システム、太陽光発電ＬＥＤ街灯の生

産企業といった再生可能エネルギー関連の先端的な技術・産業が集積している。 
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（イ）再生可能エネルギー推進指針に基づく導入内容 

Ａ 導入状況（２４年度末現在） 

   本県では、太陽光発電、風力発電、中小水力発電、バイオマス発電の４種類がバランスよく

導入されており、発電出力の合計は４２５ＭＷである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 導入内容 

山口県再生可能エネルギー推進指針では、短期目標（Ｈ２５～Ｈ２８）、中期目標（Ｈ２５

～３２）として、エネルギー毎に導入目標を定め、発電出力の合計を平成２３年度末比で、平

成２８年度末に１．５倍、平成３２年度末に２倍としている。 

    特に、太陽光発電は、導入目標を平成２８年度に約３倍、平成３２年度に約４．５倍として

おり、風力、小水力、バイオマス、太陽熱、地中熱などについても、市町、関係団体等と連携

して、積極的に導入を進めることとしている。 

（ウ）本事業による導入計画 

   山口県再生可能エネルギー推進指針において、「災害時対応」を目的の一つとし、公共施設等

防災拠点施設での太陽光発電等の導入を推進し、災害時の自立型電源としての確保を図ることと

していることから、本事業を活用し、「災害に強く、低炭素な地域づくり」の観点から、以下の

事業を実施したい。 

事業計画（全体計画）      計１５億円 

  ①地域資源活用詳細調査事業                      

  ②公共施設再生可能エネルギー等導入事業           

     ○県                  １９箇所          

    太陽光発電と蓄電池の組合せを庁舎、警察、保健所、高等学校等に導入する。                                      

◆太陽光発電 

 ・一般家庭等           １１３ＭＷ（住宅への人口当たり設置数：全国１３位） 

 ・メガソーラー    ２２箇所、  １１ＭＷ（出力合計：全国１６位）［H26.11 月現在］ 

◆風力発電        ５５基、 １１３ＭＷ（出力合計：全国９位） 

◆中小水力発電      ２４箇所、１０８ＭＷ 

◆バイオマス発電     １６箇所、 ８０ＭＷ 

・バイオマス発電（専焼） ３箇所 

・石炭火力発電（混焼）  ６箇所 

・その他（黒液、ごみ等） ７箇所  

◆バイオマス熱利用 

・木質ペレットボイラー １７箇所（県６箇所、市町５箇所を含む） 

・木質ペレットストーブ  ６４台 ※公的施設のみ（県３台、市町２８台を含む） 

 ・木質ペレット製造所   ３箇所 

◆太陽熱利用（Ｈ１６～） １１,２３６件（人口当たり設置件数：全国８位）    

◆地中熱利用          ２４２件（県１件、市町３件を含む） 
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   ○市町                           ３０箇所       

    太陽光発電と蓄電池の組合せに加え、小水力発電、バイオマスボイラー、地中熱利用、 

ハイブリッド（太陽光発電＋風力発電）式ＬＥＤ街灯を庁舎、避難所に導入する。 

  ③民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業 ４箇所       

本事業の導入割合 

番

号 
区 分 

H32 

導入目標量 

H23→H32 

導入目標量（増分） 

左のうち、本

事業導入分 
導入割合 

 Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 

１ 太陽光発電 ３３万ｋＷ ２５万ｋＷ ５６４ｋＷ ０．２％ 

２ 風力発電 ２２万ｋＷ １１万ｋＷ ７ｋＷ ０．００６％ 

３ 中小水力発電 １１万ｋＷ ０．１万ｋＷ  ８ｋＷ ０．８％ 

４ 地熱発電 ０万ｋＷ － － － 

５ バイオマス発電 ９万ｋＷ ０．４万ｋＷ － － 

６ ペレットボイラー ３１件 １５件 １件 ６．７％ 

７ ペレットストーブ ８８件 ２７件 － － 

８ 太陽熱利用 20,000 件 9,769 件 － － 

９ 地中熱利用 ５００件 ２７３件 １件 ０．７％ 

発電合計（１～５計） ７５万ｋＷ ３６万ｋＷ ５７９ｋＷ ０．２％ 

（３）地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画について 

○策定を予定している。（策定予定年月：平成２６年８月） 

計画名：山口県地球温暖化対策実行計画 

これまで、平成１８年３月に策定した山口県地球温暖化対策地域推進計画（以下「地域推進計画」

という。）に基づき、県民、事業者、行政等が一体となって、本県の温室効果ガスの削減に総合的・

計画的に取り組んできた。 

  この中で、産業部門及び民生部門での太陽光発電、風力発電、バイオマス発電等新エネルギーの

導入を推進してきた。 

社会情勢の変化を踏まえ、地域推進計画を山口県地球温暖化対策実行計画として改定することと

している。 

○策定に盛り込む内容 

５つある施策の柱の１つとして「再生可能エネルギーの導入促進」を立て、太陽光発電の普及拡

大、小水力発電の設置促進、バイオマスの利活用促進などの施策に取り組む予定である。 

 特に、重点プロジェクトとして、公共施設等防災拠点施設への率先導入を位置付ける予定である。 

（改定スケジュール） 

 ・平成２５年９月  県環境審議会に諮問 

 ・平成２６年６月  パブリックコメント実施 

 ・  〃  ７月  県環境審議会から答申 

 ・  〃  ８月  策定・公表       予定 
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３．防災・減災への取組状況と再生可能エネルギー等の活用について 

（４）地域における防災・減災の取組状況と再生可能エネルギー等の活用 

ア 本県の災害状況 

（ア）災害面の地勢 

   本県の河川の特徴は、流れが急で、長さの短い河川が多く、１級河川は２水系のみで、２級河

川（437 河川、全国第２位）がほとんどを占めている。 

また、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域（急傾斜地崩壊、土石流、地すべりの土砂災

害のおそれがある区域）が多い（24,679 箇所）。 

   さらに、三方が日本海、響灘、周防灘に面し、島しょを含めて海岸線が非常に長い（1,503km、

全国第６位）のが特徴である。 

（イ）豪雨、台風 

本県では、昨年（２５年）７月２８日に県央部から北部にかけての集中豪雨（山口特別地域気

象観測所では１時間降水量の記録更新（81.5mm→143.0mm）、気象庁から「これまでに経験したこ

とのないような大雨」との発表有）により、山口市（阿東地域）や萩市（須佐・田万川・むつみ

地域）、阿武町で、土砂災害や河川氾濫などの豪雨災害が発生した。 

また、国道を含む多くの道路損壊、山陰本線や山口線の線路の流失、複数の河川氾濫、電柱・

電線の流失等の被害があった。また、停電等により、一時的に通信機能の不全があった。 

    

このように近年、本県で発生した大規模な災害は、夏から秋にかけての「豪雨や台風」による土

砂災害、河川氾濫、浸水被害である。 

 

 

被災年月 災害名 主な被災内容 主な被害状況 主な被災市町 

平成１１年９月 台風第１８号 高潮、河川氾濫 
死者３名、 

床上浸水２，４６８棟 
宇部市、岩国市等 

平成１７年９月 台風第１４号 河川氾濫、土砂災害 
死者３名、 

床上浸水７４５棟 
岩国市等 

平成２１年７月 豪雨災害 土砂災害、浸水被害 
死者２２名 

床上浸水６９６棟 
防府市等 

平成２２年７月 豪雨災害 河川氾濫 床上浸水６０８棟 山陽小野田市、美祢市等 

平成２５年７月 豪雨災害 河川氾濫、土砂災害 
死者２名、 

床上浸水７４８棟 
山口市、萩市等 
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（ウ）地震、津波 

本県付近の主な地震は、平成１３年３月には安芸灘を震央とする大規模な地震が発生するなど、

本県における地震災害が少ないことを保証するものではなく、活断層を震源とする内陸直下型地震

や南海トラフ巨大地震への対応が必要となっている。 

被災年月 災 害 名 県内の最大震度 主な被害 主な被災地域 

平成 ９年６月 山口県北部を震源とする地震 ４ 
負傷者２名 

住宅一部損壊   １７６棟 
県北部 

平成１３年３月 芸予地震 ５強 
負傷者１２名 

住宅一部損壊１,４３７棟 
県東部 

平成２６年３月 伊予灘を震源とする地震 ５弱 
負傷者２名 

住宅一部損壊       １棟 
県央部 

 

イ 地域での防災・減災の取組 

  本県では、山口県地域防災計画に基づき、以下の防災・減災に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 
 

（ア）活動体制の整備 

   県は、県の地域に災害が発生し､又は発生するおそれがある場合､国､市町、防災関係機関及び

住民と一致協力して、災害の拡大防止と被災者の救援救護に努め、被害の発生を最小限に止める

必要があるため、応急対策活動の実施に必要な計画を定め、活動体制を整備している。 

 

（イ）指定緊急避難場所及び指定避難場所の指定 

   市町は、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被害者

が避難生活を送るための指定避難場所について、あらかじめ指定し、住民への周知徹底を図る。 

 

（ウ）自主防災組織 

  大規模災害時には、消防本部や警察、自衛隊などの力には限界がある。 

このため、自治会や町内会単位などで組織された自主防災組織が活動し、地域の被害を最小限

度に抑えることが重要になる。県ではこの自主防災組織の組織率（H25.4 現在：88.4％）を高め、

活動の活性化や質の向上を図っている。 

 

（エ）ハザードマップの作成 

  近年、集中豪雨等による大きな被害が発生しており、災害に対する事前の準備が重要となって

いる。ハザードマップは、県民に対し、事前に情報を提供することにより、人命の被害を防ぐこ

とを主な目的としている。 

【山口県地域防災計画】 

 本計画は、災害対策基本法第４０条の規定に基づき、山口県の地域に係る災害対策に関し、

県、市町、その他防災機関が処理すべき事務又は業務の大綱を定めた計画であり、防災活動の

総合かつ計画的な推進を図り、山口県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護

することを目的とする。 
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◇洪水ハザードマップ 

  県は、県の管理河川を対象に河川の氾濫が発生した場合の浸水想定区域図を作成し、これをも

とに各市町において浸水や避難に関する情報を合わせた洪水ハザードマップを作成している。  

◇土砂災害ハザードマップ 

  県が指定した土砂災害警戒区域等をもとに、市町において土砂災害ハザードマップを作成して

いる。 

◇高潮ハザードマップ 

  県が作成した浸水予測区域図をもとに、市町において高潮ハザードマップを作成する。 

（オ）大島防災センターの設置 

  近い将来発生が予想される｢南海トラフ地震｣への対策として、県内で最初に地震防災対策推進

地域に指定された周防大島町に、平成 20 年に「大島防災センター」を整備した。 

大規模災害発生時には、施設内に現地災害対策本部を設置するなど、災害対応拠点として活用

するとともに、平常時においては、展示施設による防災教育や、一般県民へ防災活動の場を提供

するなど、地域の防災力の向上を図っている。 

ウ 地域での防災への再生可能エネルギー等の活用方針 

再生可能エネルギーにより災害時の自立型電源を確保し、以下とおり活用することとしている。 

○情報通信体制での活用 

  地域の災害対策本部(県・市町)における情報通信用の非常用電源に再生可能エネルギー等を活用 

 ○避難所での活用 

  避難所での非常用電源や暖房等空調の整備に再生可能エネルギー等を活用 

 ○避難誘導での活用 

  夜間照明等避難誘導標識に再生可能エネルギー等を活用 

（５）地域内での大規模災害に対する防災対策推進地域の指定状況 

○防災対策推進地域 

・「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」に基づき指定されている 

「南海トラフ地震防災対策推進地域」 

<瀬戸内海沿岸１５市町> 

   下関市、宇部市、山口市、防府市、下松市、岩国市、光市、柳井市、周南市、山陽小野田市 

   周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町（人口 1,311,221 人） 
 

（参考） 

 ○土砂災害警戒区域等 

  ・土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域については、平成２６年６月末現在、県下１９市町

で 24,679 箇所が指定されている。（うち 7,028 箇所は特別警戒区域） 
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４．平成 26 年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業について 

（６）事業を効果的に活用するための検討・調整 

ア 市町との調整 

・２５年１０月 県庁で市町を対象とした説明会を開催し、事業目的、対象施設を説明し、意見交

換及び導入の優先度の高い施設について調査（期限：１１月末）を実施 

・２５年１２月 

～２６年２月 

上記調査結果に基づき事業内容、箇所について個別調整を実施 

・２６年 １月 地中熱利用システムの導入について、追加要望調査 

・２６年 ３月 ２６年度事業に係る資料を送付し、電気自動車等の追加要望調査 

・２６年 ６月 配分額決定を受け､導入の優先度の高い施設について再調査及び個別調整を実施 

イ 民間事業者との調整 

・２５年 ４月 民間医療機関、コンビニエンスストア、スーパーマーケット、ガソリンスタンド、

公共交通機関等個別に事業目的、対象施設を説明し導入意向を調査 

・２５年 ８月 民間医療機関と協議（将来的な導入の可能性ありとの回答） 

ウ 庁内関係部局との調整  

・２５年 ４月 

～２６年２月 

防災危機管理課(防災対策担当)､建築指導課､管財課(工事担当)や教育政策課等

の関係施設管理課と事業目的､対象施設の意識共有を図り導入施設の選定を協議 

・２５年 ６月 ２６年度に導入を計画している４つの県有施設について、建築指導課や管財課

と現地調査を実施し、概算事業費を算出 

・２６年１２月 財政課と導入予定施設、予算・議会の対応予定について協議 

・２６年 ３月 事業実施に向け、庁内１４課で構成する「庁内連絡会議」を設置し、連携を密

にし、迅速な対応ができるようにした。 

（構成課）防災危機管理課、建築指導課、管財課、関係施設の管理課（11課） 

・２６年 ６月 配分額決定を受け､導入の優先度の高い施設について関係各課と調整を実施 
  

（７）実施事業の全体像 

ア 事業の目的 

本県で発生した大規模な災害は､豪雨や台風による土砂災害､河川氾濫､高潮被害で､地震、津波に

ついては、活断層を震源とする内陸直下型地震や南海トラフ巨大地震の発生が懸念されている。 

一方、本県は、東部から西部にかけて中国山地が走っており、三方が海に開けていることもあり、

海岸線も長く、小規模の山村や漁村が分散して存在しているため、大規模災害時には多くの集落が

孤立し、系統電力の途絶が長期にわたる可能性がある。 

このため、災害時に重要な役割を担う県及び市町の庁舎等の防災拠点や避難所に自立・分散型電

源となる太陽光発電システム等再生可能エネルギーを導入し、施設の機能維持に必要な最低限の電

気（照明、無線、携帯電話、放送設備、パソコン等）を確保するとともに、平時は、その発電によ

り二酸化炭素の削減に寄与するモデル事業を実施し、他地域への拡大を図り、県全体での「災害に

強く、低炭素な地域づくり」の実現を目指す。 
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イ 事業の全体像 

（ア）導入方針 

県災害対策本部と市町との連絡調整機能を有する県・市町施設への設置に最大限配慮するとと

もに、各市町においては、全体の避難指揮や地域と本庁との連絡調整を行う施設、消防・救急、

避難所などに、重点的に本県の自然特性や産業特性を活かし、多様な再生可能エネルギーを導

入する。 

（イ）導入内容 

◆防災対策上、優先度の高い施設に導入 

 次の防災拠点や避難所に優先的に導入する。 

○県災害対策本部と市町との連絡調整機能等を有する県・市町施設 

 ○土砂災害警戒区域や過去に洪水や高潮の発生した区域を所管する市町の総合支所や避難所 

 ○南海トラフ地震防災対策推進地域の指定を受けている１５市町の防災拠点や避難所 

◆本県の特性を活かした多様な再生可能エネルギーの導入 

   本県の自然特性、産業特性を活かし、太陽光発電と蓄電池の組合せに加え、小水力発電、ペレ

ットボイラー、地中熱利用システム、ハイブリッド式（太陽光発電＋小型風力発電）ＬＥＤ街灯、

を導入する。 

   【太陽光発電】 

瀬戸内海などの豊富な日射量を活かすため、太陽光発電を導入し、蓄電池と組み合わせ、庁

舎、避難所等で機能維持に必要な最低限の電気を確保する。 

   【小水力発電】 

大きな落差のある場所はこれまでに開発されているため、農業用水路を活かした箇所へ導入

する。 

   【森林バイオマス】 

県内で生産されるペレットを活用し、ペレットボイラーを導入する。 

 【地中熱】 

  地中熱利用システムを避難所に導入する。 

   【ハイブリッド式（太陽光発電＋小型風力発電）ＬＥＤ街灯（蓄電池内臓）】 

響灘から日本海にかけての風況の良さを活かすため、県西部を中心に避難所に導入する。 

   【再エネ県産品】 

    県内で生産される太陽光発電システム、地中熱利用システムやハイブリッド式・太陽光発電

式ＬＥＤ街灯を導入し、県内再エネ関連産業の振興を図る。 
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（ウ）導入施設 

 （県有施設） 

・導入の優先順位は下表のとおり（既に太陽光発電システムが設置されている施設は除外） 

順 番 区  分 施設の役割 施設数 

１ 災害対策地方本部 県災害対策本部（県庁）と市町の連絡調整  ２ 

２ 現地災害対策本部 現地対策本部として、県災害対策本部と町の調整  １ 

３ 警察 管内の治安維持  ６ 

４ 
輸送対策施設 

救護対策施設 
物資の集積所、道路の維持管理 等  ５ 

５ その他 指定避難所   ５ 

合     計 １９ 

 （市町有施設） 

 ・以下の区分のうち1～４を中心に導入する。 

 区分 施設の役割 施設数 

１ 本庁舎 市町全体の避難指揮  ２ 

２ 総合支所等 地域の指揮、本庁舎との調整  ２ 

３ 
消防本部、消 

防署・出張所 
市町の消防・救急の指揮、消防・救急の対応  １ 

４ 避難所 避難者の受入れ ２３ 

５ その他防災拠点 救護施設等  ２ 

合  計 ３０ 

（民間施設） 

 県の防災計画で防災拠点として位置付けられている災害医療拠点（民間病院、日本赤十字等）、高

齢者・障害者等災害弱者の受入施設となる福祉避難所（特別養護老人ホーム等）、救援物資等の備蓄

拠点又は集積拠点となる道の駅等を対象に公募する。（４施設採択予定） 

（導入にあたってのポイント） 

・再生可能エネルギーを活用した防災のモデル施設を整備し、県内他施設への普及拡大を図る。 

・再生可能エネルギーは、災害時には、防災拠点施設の機能維持に必要な最低限の電力を確保し、防

災・減災に貢献するだけでなく、平時も発電した電気を利用することにより、二酸化炭素を削減し、

地球温暖化対策に寄与する。 

・事業の実施に当たっては、太陽光発電や蓄電池等の県産製品の導入を進め、本県関連産業の振興に

も寄与する。 
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（８）事業効果（成果指標と目標値） 

ア 成果指標 

 ①導入した再生可能エネルギー等による発電量（ｋＷｈ） 

※蓄電池等の電力量を含む 

②防災拠点における再生可能エネルギー等の普及率（％）・導入施設数 

③二酸化炭素削減効果（ｔ－ＣＯ２） 

 

イ 成果目標値 

  成果目標は以下のとおり。 

区  分 H26～28 合計 備 考 

①再エネ等の発電量 665,671kWh 算定方法については別添(ｐ20)のとおり 

②防災拠点の再エネ普及率・導入

施設数 

普及率 7.2％ 

131 施設 

(実施前)普及率 4.3％、78 施設 

(実施分)普及率 2.9％、53 施設 

③ＣＯ２削減効果 413ｔCO2 算定方法については別添(ｐ20)のとおり 

 

（普及率・導入施設数） 

区 分 

防災拠点 

施  設 

再エネを導入した施設 
再エネ普及率 

 

 

 

 

 

 

既 存 本事業導入 計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ(Ｂ+Ｃ) Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ Ｄ／Ａ 

県有施設 139 21 19 40 15.1％ 13.7％ 27.8％ 

市町有施設 1,609 57 30 87 3.5％ 1.9％ 5.4％ 

民間施設 66 0 4 4 0％ 6.1％ 6.1％ 

合 計 1,814 78 53 131 4.3％ 2.9％ 7.2％ 
 

（９）その他の事業効果（（８）以外の成果指標と目標値） 

ア 中山間地域での避難所受入人数目標 

  本県では、１９市町のうち、１８市町が中山間地域（①地域振興５法の適用地域、②農林水産省

の農業地域類型区分による山間農業地域、中間農業地域）を抱えている。 

  平成24年度末現在の中山間地域の人口割合は､25％(中山間地域357,214人/県全体1,431,294人)

であるが、土砂災害警戒区域等や過去の洪水発生地域は中山間地域に多く、高齢化率が高いため、

災害弱者も多い。 

このため、本事業での導入施設のうち中山間地域内の避難者受入人数を指標とする。 

 ○中山間地域内導入施設の避難者受入人数      ８,１８５人（地域内人口比 ２．３％） 
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イ 南海トラフ地震防災対策推進地域での避難所受入人数目標 

本県の「地震・津波防災対策検討委員会」において、南海トラフ巨大地震による被害のうち津波

浸水、建物被害等に伴う発災１日後の避難所生活者数は 111,571 人と想定されている。 

このため、本事業での導入施設のうち、「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法」に基づき「南海トラフ地震防災対策推進地域」として指定されている瀬戸内海沿岸１５

市町内の避難者受入人数を指標とする。 

 ○南海トラフ地震防災対策推進地域内導入施設の避難者受入人数 ８,２４３人（地域内人口比 ７．４％） 

 

（１０）事業の実施体制 

①実施体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②公平性や透明性の確保 

 施工業者の選定では、一般競争入札又は指名競争入札によることとし、公平性、透明性を確保する。 

 また、入札による価格競争により、導入経費の削減を図る。 

＜事業評価委員会＞ 

○外部有識者（４～５名） 

・再エネ関係 

・防災関係 

・地域づくり関係 

連携 

【市町】 

交付 

助言・確認 

＜庁内連絡会議(14 課)＞ 

【防災危機管理課】 

・防災対策 

【建築指導課、管財課】 

・設計、工事の発注・管理 

【各県有施設の管理課】 

・設備の利用・管理 

公募 

【民間事業所】 

【環境生活部次長】 

基金事業総括補佐 

【環境政策課長】 

基金事業進行管理 

【担当②】 

・事業計画策定・承認事務   ・補助金交付事務 

・事業評価委員会運営事務 

【担当①】 

・基金管理事務 

・予算管理事務  

【環境生活部長】 

基金事業総括 
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③ＰＤＣＡの活用 

成果目標の達成に向け、ＰＤＣＡ手法を活用する。必要に応じて、事業の改善を図る。 

               

 

          

         

        

            

         

               

 

             

 

 

  

 

 

 

 

 

（１１）事業の選定方法や評価方法の体制 

ア 選定のプロセス、選定基準及び選定方法 

（ア）選定のプロセス 

  ①交付金内示後、再度、県庁内、市町に対して要望調査を実施 

  ②県（環境政策課）で要望をまとめるとともに、事業評価委員会で使う選定基準（案）を作成 

③事業評価委員会で審査基準を決定 → 要望箇所を評価し、事業箇所を選定 

  

（イ）選定基準（案） 

  ○防災対策上、優先度の高い防災拠点や避難所であること。 

   ・県災害対策本部と市町との連絡調整機能等を有する県・市町施設 

・土砂災害警戒区域や過去に洪水や高潮の発生した区域を所管する市町の総合支所や避難所 

  ・南海トラフ地震防災対策推進地域の指定を受けている１５市町の防災拠点や避難所 

 ○低炭素な地域づくりに関連する事業であること。    

  ○平時の省エネルギー・ＣＯ２削減効果もある施設（自家消費に多く利用できること） 

  ○太陽光発電以外の再生可能エネルギー（小水力、バイオマス、風力等）を導入していること。 

ＰＬＡＮ 

３ 事業実施 

各事業主体が事業を実

施し、随時、県に進捗状

況・実績報告 

２ 事業計画のとりまとめ 

評価委員会において、効率性、透明性、優先度の観点か

ら事業計画の評価し、事業箇所を決定 

１ 事業計画素案 

県の方針や各事業主体からの要望に基づき、県が事業計

画案を策定 

４ 事業評価 

評価委員会において、事

業効果を評価 

５ 事業見直し 

事後評価に基づき、県が

事業計画を改善 

ＤＯ ＡＣＴＩＯＮ 

ＣＨＥＣＫ 
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  ○これまでに導入事例の少ない種別の施設で、モデル効果が高いこと。 

○再生可能エネルギー設備が設置されていない施設であること。 

○対象施設の耐用年数が、設置する設備の財産処分年数以上であること。 

○自家発電機がない施設を優先する。ただし、防災対策上、重要度が高い施設については、燃料

の備蓄が７２時間（３日分）以内の場合は、導入を認める場合がある。 

○県有施設については、下表の順位により優先的に選定する。 

順位 区  分 施設の役割 

１ 災害対策地方本部 県災害対策本部（県庁）と市町の連絡調整 

２ 現地災害対策本部 周防大島の現地対策本部として、県災害対策本部と町の調整 

３ 警察 管内の治安維持 

４ 輸送対策施設 物資の集積所、道路の維持管理 

５ 救護対策施設 患者の救護について、県災害対策本部（県庁）と市町の連絡調整 

６ その他 指定避難所 

（ウ）選定方法 

外部委員で構成する事業評価委員会において、選定基準を決定し、要望箇所を評価する。 

県有施設と市町有施設の割合、地域バランスも考慮し、事業箇所を選定する。 

イ 民間施設 

 ・２６年度に公募要領を事業評価委員会で決定し、２７、２８年度に公募を実施する。 

・応募箇所を「事業評価委員会」で審査し、事業箇所を決定する。 

ウ 外部評価委員会 

（ア）委員の選定方針 

事業の公平性や透明性を確保するため、外部有識者による評価委員会を設置する。 

当委員会において、事業内容の審査を行うとともに、事業完了後の評価を行う。 

Ａ 事業評価の基本視点 

   ・毎年度、事業の進捗等を踏まえて、目標の達成状況を確認 

   ・個別事業の効率性、透明性、優先度の観点から事業評価 

Ｂ 構成（案） ３分野の有識者４～５名で構成 

・再生可能エネルギー関係  １～２名 

・防災関係         １～２名 

・まちづくり関係        １名 

（イ）開催頻度等  

年２回程度開催（年度別事業計画及び状況報告書の提出時期） 
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５．その他 

（１２）再生可能エネルギー等導入推進基金事業への要望額 

○潜在的要望額   

 本県では、「災害に強く、低炭素な地域づくり」を進めるため、再生可能エネルギーの導入に積極

的に取り組むこととしており、約２０億円潜在的な要望がある。 

・本県：８億円 

 ・市町：１２億円（市町等数：１５） 

 ・民間施設： ０．６億円 

（１３）その他 

ア 山口県再生可能エネルギー推進指針 

本県では、東日本大震災後、自立・分散型で災害に強く、ＣＯ２排出量の少ない再生可能エネル

ギーの重要性が高まったことから、平成２５年３月に「山口県再生可能エネルギー推進指針」を策

定し、他県に先行して、再生可能エネルギーの導入促進に取り組んでいる。 

指針には、エネルギーの種類毎の導入目標を掲げ、その達成に向け、８つの重点プロジェクト

を設定している。本事業の実施により、指針で設定した導入目標の達成や重点プロジェクトを大き

く前進させることになる。 

具体的には、「太陽光発電の普及拡大」、「小水力発電の設置促進」、「森林・木質バイオマスの活

用促進」、「熱エネルギーの利用促進」のプロジェクトが該当する。特に、「太陽光発電の普及拡大」

では、取組の１つとして、公共施設等の防災拠点施設への太陽光発電等の導入促進を位置付けてい

る。          

８つの重点プロジェクト 

  ①太陽光発電の普及拡大プロジェクト 

   ・公共施設等の防災拠点施設への太陽光発電等の導入促進 

   ・家庭、事業所への太陽光発電の導入促進 他 

  ②小水力発電の設置促進プロジェクト 

  ③森林・木質バイオマスの活用促進プロジェクト 

 ④熱エネルギーの利用促進プロジェクト 

  ⑤再生可能エネルギー県産品の利活用促進プロジェクト 

  ⑥スマートコミュニティの推進プロジェクト 

  ⑦水素利用の促進プロジェクト 

   ⑧ＥＶ等次世代自動車の利活用促進プロジェクト 

 

イ 再生可能エネルギー関連事業 

  本県では、本事業以外でも「災害に強く、低炭素な地域づくり」を進めるため、県民、事業所向

けの補助制度、融資制度、普及啓発事業を用意し、自立・分散型で災害に強い再生可能エネルギー

の導入を促進している。 

  なお、補助制度は、環境省の２１年度グリーンニューディール基金事業を活用して始めたものを

２４年度から、県単独で実施（２５年度からは補助内容を変更）している。 
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（ア）補助制度 

○補助要件 

   ・山口県産再生可能エネルギー関連設備※の導入 

※県内企業等が製造・加工した設備や、県産の原材料をもとに製造・加工された設備等につ

いて、企業からの届出に基づき県が登録・公表したもの。   

   ・県内事業者による施工 

○補助単価 

   ・太陽光発電：１万円／ｋＷｈ（上限９.９万円）  

   ・太陽熱利用：１．２万円／㎡（上限４．８万円）  

   ・地中熱利用等：１０万円（１２５㎡以上） 

（イ）融資制度 

  ◆住宅用太陽光発電システム等整備資金（個人向け） 

   （対 象 者）県内個人、（対象施設）住宅用太陽光発電システム、省エネ設備 

（融資利率）１．０％ 

  ◆地球温暖化対策施設整備資金（中小企業向け） 

   （対 象 者）県内中小企業等、（対象施設）太陽光発電システム、省エネ改修 等 

   （融資利率）１．７％ 

（ウ）普及啓発 

   県民、事業者の再生可能エネルギー導入を促進するため、以下の普及啓発を実施します。 

・再エネコーディネーターの配置  再エネに関する相談対応 

・再エネシンポジウムの開催    講演、パネルディスカッション  

   ・再エネアドバイザーの派遣    地域で開催される民間団体の研修会等に派遣 
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別添（４（８）事業効果 イ成果目標値（ｐ１４）） 

 

山口県グリーンニューディール基金事業の成果指標（発電量及びＣＯ２削減量）の考え方 

 

【基本的な考え方】 

・電力ＣＯ２排出係数は代替値を利用(0.000550ｔ-ＣＯ２/ｋＷｈ） 

・太陽光発電の設備利用率は｢エネルギー・環境会議 コスト検証委員会報告書(H23.12)｣から引用 

・小水力発電は「地域グリーンニューディール基金事業に係る実績報告等作成マニュアル

(以下「GND基金事業実績マニュアル」という。）」に基づき設備利用率を１００％と仮定 

・風力発電はGND基金事業実績マニュアルに基づき、県内の平均風速（約３ｍ/ｓ）から設

備利用率を５％と仮定 

・蓄電池利用によりすべての発電量が施設で消費 

・木質バイオマス使用施設はＪ－クレジットＣＯ２削減認証の方法論の考え方（燃料代替）

により算定 
 

１ 太陽光発電 

 ・発電量＝能力（ｋＷ）×設備利用率１２％×年間稼働時間（３６５日×２４時間） 

 ・ＣＯ２削減量＝発電量×電力ＣＯ２排出係数 
 

２ 小水力発電 

 ・発電量＝能力（ｋＷ）×稼働率１００％×年間稼働時間(３６５日×２４日時間) 

 ・ＣＯ２削減量＝発電量×電力ＣＯ２排出係数 
 
 

３ ＬＥＤ街灯（太陽光発電＋風力＋蓄電池利用） 

 ・発電量＝太陽光(能力(0.095ｋＷ)×設備利用率１２％×年間稼働時間(３６５日×２４時間) 

      ＋風力(能力(0.2ｋＷ)×設備利用率５％×年間稼働時間(３６５日×２４時間) 

      ≒187ｋＷｈ／年・基 

・ＣＯ２削減量＝発電量×電力ＣＯ２排出係数 
 

４ 地中熱利用 

 ・類似施設からの想定値（空調用エネルギー削減） 
 

５ バイオマス（ペレット）ボイラー 

 ・施設の一日あたりの燃料使用量(熱量換算：１．７ＧＪ（県内実績ベース）) 

×Ａ重油換算係数（0.0693ｔ-ＣＯ２/ＧＪ）×稼働日数（１８２日）  ≒21.4ｔ-ＣＯ２／基 
 

６ 高効率照明 

 ・導入による削減量(ｋＷ）×１０時間使用×稼働日数(２４５日)×電力ＣＯ２排出係数 

 



様式第１号（第５の６（１）①関係） （別紙１）

（基金事業の執行計画） （単位：千円）

① 地域資源活用詳細調査事業

② 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

③ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

④ 風力・地熱発電事業等導入支援事業

平成27年度

合計

合計平成28年度平成26年度事業メニュー

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

1,500,000



様式第１号（第５の６（１）①関係） （別紙２）

（基金事業の事業効果）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

106,429 357,457 201,785 665,671

0.6% 1.4% 1.0% 2.9%

全　1,814　施設 導入施設数 10 25 18 53

79 200 134 413

項目

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

二酸化炭素削減効果　（ｔ－CO2)

導入した再生可能エネルギー等による発電量　（ｋWｈ）

防災拠点における再生可能エネルギーの普及率　（％）


